
特集・都市と公共のOR

公共システムのORーその特徴と課題

河崎俊ー

非軍事部門における公共のORは，民間企業の

OR よりもスタートはかなり遅れたが，過去十数

年の聞に急速に普及し，今日では多くの公共部門

でOR手法が活用されるようになってきている.

しかし，公共システムの場合，分析結果を用いて決

定を行なうべき意思決定者がだれであるのか必ず

しも明確でない場合や，多数の意思決定者がいて，

最終的にどのような方法で決定するのかが明らか

にされていない場合があり，問題の定式化にあた

り，だれの目的にしたがい，だれの問題認識をも

とにすればよいのかがはなはだあいまいであると

いうケースも少なくない.本稿では，これらの点

にかんがみ，まず一般論として意思決定過程にお

ける ORの役割について述べ，ついで公共システ

ムについての意思決定の特徴を指摘し，これらを

ふまえて公共システムのORが解決すべき課題を

明らかにすることとしたい.

1. ORの役割

オベレーショ γズ・リサーチの定義については

諸説があるが， ORの役割は意思決定の問題を科

学的に解いて意思決定者の決定を助けることであ

るという点については異論はないで、あろう.ひと

によって考え方にちがし、があるとすれば，意思決

定者の決定を助けるということばの意味である.

意思決定はどのようにして行なわれるのか，その

過程で分析がどのような役割をはたすのか，とい

う点についてまずはじめに考えてみよう.
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1-1 意思決定

意思決定とは， 目的達成のために役だっ代替可

能な行為群のなかからそのひとつを選択する過程

のことであり，意識するしないにかかわらずつぎ

の 2 つの前提にもとづいているわ. ひとつは事実

的前提とよばれるもので，各代替案の目的達成度

についての命題であり，もうひとつは価値的前提

とよばれるもので，各目的に対する相対的な重み

づけである.

価値的前提が意思決定者の判断によって選択さ

れることは明らかであるが，事実的前提も同様に

判断によって選択される事実的前提の「事実

的」ということばは，命題の真偽が事実または経

験によって検証できると L 、う意味で用いられてい

るが，意思決定の前提となる事実的命題は，代替

案の実行による事後的な検証にさきだって設定さ

れるものであり，時間の制約や知識の不完全性か

ら，ある特定の命題が真実であると確信をもって

断言できるわけではないから，いくつかのもっと

もらしい命題のなかから特定の命題を判断によっ

て選択しなければならないのである.事実的命題

の選択に関する判断を事実判断とよぶ.意思決定

は，このように事実判断と価値判断という 2 つの

判断の結論としてひき出される.

意思決定過程はつぎの 3 つの活動にわけて考え

ることができる 2) (1)情報活動， (2)設計活動，お

よび(3)選択活動である.情報活動とは，意思決定

を必要とする条件を見いだすための環境の調査の
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段階であり，設計活動とは，行動のプログラムを

開発設計する段階であり，そして選択活動とは，

実行可能な代替的行動のなかからひとつの行動を

選択する段階である.意思決定過程がこれら 3 つ

の活動にはっきり分割できるというわけではない

けれども，意思決定過程にこれらの活動が含まれ

ていることは確かである.

1-2 意思決定の階層と合理的意思決定

意思決定者が達成しようとする目的が複数個あ

るとき，各目的の達成度を総合的に評価する必要

が生じるが，このような場合，代替案の総合評価

は，これら複数の諸目的の達成によって実現しよ

うとするより高位の共通目的への寄与の程度によ

って行なうことができる.意思決定者の目的には

このように階層性があり，各階層の目的は下の階

層からみれば目的と考えられ，ーとの階層からみれ

ば手段とみなされる.目的のヒエラルキーは，こ

のように手段と目的の連鎖を形成している.

目的の階層的構造をつうじて，各代替的行動を

価値の総合的尺度すなわち究極の目的によって評

価することができ，行動の統合と調整が可能にな

るが，単純に分岐するヒエラルキーとはちがっ

て，意識的な動機の構造は明確なヒエラルキーを

構成していなし、から，現実には，目的に関する高

度の意識的な統合はほとんど行なわれていない.

しかし， 目的達成のために望ましいことを「合理

的」とよぶとすれば，目的のヒエラルキーがたと

え不完全であるとしても，合理性を追求しようと

するならば，目的のヒエラルキーによる行動の統

合は不可欠で、ある.

しかしながら，客観的合理性すなわち最適化

は，かりに目的のヒエラルキーが完全であったと

してもなお実現不可能である.客観的合理性を確

保するためには，つぎの 3 つの条件が満たされな

ければならないが，現実にはこれらの条件のひと

つでさえも充足することは不可能で、あると考えら

れるからである.条件とは， (1)すべての代替可能

な行動がわかっていること， (2)それらのおのおの
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を選択した場合に生じ得る結果について完全にわ

かっていること，そして， (3)結果が生起する将来

時点、での価値判断を完全に予測できること，であ

る.

現実の意思決定における合理性は，つまるとこ

ろ主観的な合理性であり，意思決定者の経験にも

とづいてかぎられた範囲のなかで代替的行動を探

索し，代替案がある一定の基準を満たせば満足す

るとし、う行動をとる.そして，この満足基準は所

与ではなく，意思決定過程で設定され修正される

と考えられる 3)

目的のヒエラルキーは，上述のように手段と目

的の連鎖を形成するが，目的の高位の階層におい

て主観的合理性を確保するためには，手段目的連

鎖の高位から順次満足化基準によって選択を行な

っていくという方法をとらなければならない.組

織における意思決定では，価値的前提は組織の目

的をあらわしているが，組織の行動の合理性を確

保するためには，上司の意思決定によって部下の

意思決定の価値的前提が直接的に与えられるか，

あるいは価値的前提を選択するための基準が与え

られるのでなければならない.オ{ソリティと

は，他人の行為を左右する意思決定を行なう能力

のことであるが，組織のオーソリティの階層と目

的の階層が対応づけられていることが組織の行動

の合理性の必要条件ということになる.

1--3 ORの役割

意思決定に含まれる命題のうち，価値的命題は

個人の価値観に依存し，客観的には正しいとか正

しくないとかし、うことはできなし、から，意思決定

過程における ORの役割は，意思決定の事実的前

提に関する情報の提供にあるということができ

る.意思決定過程において， ORは，まず上述の

情報活動の段階において，現行政策をとりつづけ

たときに将来発生するであろう結果を予測して課

題を提起しなければならない.予測に用いられる

モデルは，問題に対する意思決定者の認識を正し

く反映したものでなければならなし、から，分析者
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は意思決定者と対話しながら仮説を設定し，モデ

ルを作成し，モデ、ルによって仮説を検証し，必要

があれば意思決定者の認識を修正させて，再び仮

説の設定にもどるというヒューリスティッグなア

プローチをとる必要がある.

サイモンのいう定型的意思決定4) の場合は， ヒ

ューリスティックなアブローチが不必要な場合も

少なくないが，一般的にいって，問題の構成要素

が多数でかつ社会の広い範囲におよんでいるよう

な大規模な問題の場合は，逐次的な認識の改善は

よい分析のための必須の要件で、ある.

意思決定過程の第 2 段階である設計活動の段階

では，発見された課題に対処するための代替案の

設計とその結果の予測が行なわれる.代替案は，

そデルのインプットの操作で表現できる場合と，

そデルの構造すなわち特定の変換機能の修正とい

う形であらわぜる場合の 2 つにわけることができ

るが，設計活動の段階においても，モテ、ルによる

代替案の表現とモデルの操作と結果の予測のそれ

ぞれをつうじて，問題の構造と代替案に関する意

思決定者の認識を改善することがORの重要な役

害H となる.

意思決定過程における ORの役割は，定式化さ

れた問題を解くことだけではなく，むしろより主主

要なことは，意思決定者と分析者の継続的な対話

をつうじて，問題に対する意思決定者の認識を改

善するとともに，客観的に分析できるところにつ

いては意思決定者の負担にならないように区分し

て取りあっかうことによって，意思決定者の判断

を必要とする部分にその注意を集中せしめること

である.意思決定のための分析という観点からす

ると，ランド研究所のジーン・フィッシャーがし、

っているようにへ 問題の構造を整理し，代替的

手段を明確にすることに比べると，分析の結果と

してとるべき代替手段を明らかにするということ

は，むしろ二義的な意味しかもたないとさえいえ

る場合があるというくらいである.
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2. 公共システムの特徴

公共的組織の合理的意思決定を考える際に考慮

に入れなければならないのは，公共的問題の意思

決定にかかわる種々の特殊性である.そのなかで

とくに重要と思われる意思決定主体の問題， 目的

の多元性および顧客の特殊性について，以下で考

察することとしよう.

2-1 意思決定主体

行政活動を政策と行政管理に二分化する機能分

離説を政治学に導入したのはフランク・グッドノ

ー C2J で，行政活動は政策すなわち「国家意思の

表明」と行政管理すなわち「国家意思の実rrJ に

わかれるとしたが，その後人間関係論的アプロー

チの影響を受けて，研究者の関心が非公式組織へ

と移行するにつれ，政策決定と行政管理は混合し

ていて分離できないとする考え方が発展し，そし

てやがてサイモンによって，組織の行動は意思決

定という観点から説明することができ，すべての

意思決定が政策および管理の区分と密接な関連を

もっ価値判断と事実判断の 2 つに依存するという

ことが明らかにされた.機能は二分化されるので

はなく，決定の各レベルで政策決定と行政管理が

行なわれるとする考え方である.

サイモンの功績のひとつは，意思決定を価値と

事実という 2 つの要素にわけることによって，意

思決定過程に概念が異なる 2 つの「正しさ」があ

ることを明らかにし，科学的手法が適用できる領

域とその限界を示したことである.事実的要素に

ついて正しいかどうかは，事実または経験によっ

て検証できるが，価値的要素については，ある命

題が正しいかどうかは人閣の判断に依存する主観

的な評価の問題なのである.

価値についての評価方法という点で公共的機関

と私的組織は非常に異なっている.私的組織では

その組織に影響を与える決定の結果に焦点をあわ

せて考慮すればよいのに対して，公的組織の場

合，社会的に広く支持されるような価値体系によ
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って決定の価値を評価しなければならない.もっ

とも，このちがいは相対的なものであり，私的組

織は社会的な価値を完全に無視できるというわけ

ではないが，私的組織の場合，公的組織に比べれ

ば組織内部の価値がより重要であるとし、う意味で

ある.

公的組織のこのような特殊性から考えると，議

会と行政組織の機能分担については，かりに価値

的問題から事実的問題を区別することが妥当であ

るとするならば， つぎのような結論がひき出せ

る.

(1) 議会が価値決定を行なう責任は，意思決定

における事実的要素と価値的要素を効果的に分

離する方法を工夫することによって強化するこ

とができる.

(2) 特定の問題に関する決定を議会と行政のい

ずれが担当すべきであるかは，問題に含まれて

いる事実的要素と価値的要素の相対的前要性

と，事実的要素に含まれる論争の余地の程度に

よってきめられるべきである.

(3) 議会も多くの事実判断をしなければならな

し、から，情報や助言が得やすいようにしておか

なければならない.情報や助言には，行為のた

めの勧告だけでなく，代替案の影響効果に関す

る事実的情報も含まれなければならない.

(4) 行政機関も多くの価値判断を要求され，法

令できめられている領域以外でも，社会の価値

に対して責任をはたすことができなければなら

ない.

以上の 4 つの結論を実施に移すためには，つぎ

の 3 つの要件が満たされなければならない. (1)決

定の階層性にもとづく多段的意思決定過程の明確

化， (2)事実的要素に関する対話型情報分析システ

ムの開発，および(3)行政組織における怠思決定の

合理化である.

意思決定の階層を明確にすることにより，たと

え価値と事実が完全には分離できないとしても，

相対的に価値的要素の多い問題と事実的要素の多
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い問題に分離することができるならば，前者を議

会が決定し，後者を行政が決定するというような

機能分担が可能となる.事実的要素に論争の余地

が多いときは 3 階層以上に層別化し，議論を必

要とする部分については議会で審議の対象として

取りとげ，ひとつの問題の決定過程で行政と議会

が交互に決定を行なってし、く多段的な決定過程を

とることによって，前記の機能分担に関する結論

の(1) と (2)が実行可能となろう.

結論の(1) と (3)を実行に移すためには，要件(2)の

コンピュータによる対話型情報分析システムが必

要である.問題に含まれる価値的要素から分離し

ながら，事実的要素について認識を形成し改善し

てゆくためには，仮説の設定と検証を繰り返し行

なう分析過程がコンビ L ータによって支援されな

ければならない.多数の議員の意思決定における

事実的前提を完全に統・することはできないとし

ても，多数志:見の形成が必要であるとするなら

ば， nJ能なかぎり事実的前提の調整をはかること

が必要であり，このためには，議会が共通の情報

にもとづいて仮説を設定し，検証し，修正すると

いう対話型のヒューリスティックな過程をつうじ

て審議し決定するという手続が不可欠のものとな

ろう.

行政が社会的価値に対して責任を負うために

は， 行政機関内での価値判断の統一‘が必要であ

る.行政に対する住民のニーズは多様であり，ま

たときには相互に矛盾していることもあるから，

ニーズのあるものは切りすて，あるものは軽視す

る必要がある.この判断はさきに述べた価値判断

にあたり，合理性確保のためには，行政組織内部

における価値的前提の統ーが不可欠である.

2-2 目的の多元性

私企業の場合においても，企業の社会的責任と

いうことばにあらわれているように，利潤追求以

外の目的があるから，目的の多元性は必ずしも公

共システムだけの特徴とはいえないが，公共の場

合，前節で示したように意思決定者が多数である
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ため，目的の多元性がもたらす分析上の困難はい

っそう大きいものとなる.

意思決定の価値的要素は，現実の意思決定過程

においては事実的要素と混合しており，中間的価

値によって代替案を評価しなければならない.公

共部門では，この混合が私企業よりもいっそう顕

著であり，しかも純粋の価値を求めて手段目的の

連鎖をさかのぼってゆくと， I福祉の増進J のよ

うな，手段の評価のためにはあまりにも抽象的な

レベルにまで達してしまうから，多元的目的を共

通に評価する高位の目的の設定が非常にむずかし

く，実際問題としては，事実的要素を含んだ中間

的な目的によって多元的に評価をしなければなら

ないという困難がある.

2-3 顧客の特殊性

「顧客」ということばは，ここではサイモンC8J

にならって，組織の目的が個人的価値をもっどの

ような個人にもあてはまるように用いられてい

る.サイモンは，行政の場合は，議会を顧客にみ

たてることができるとしているが，サイモンの定

義にしたがえば住民も当然顧客に含まれ，議員は

住民の代弁者であるから，顧客は第一義的には住

民であると考えるべきであろう.

組織は参加者に誘因を提供し，それとひきかえ

に参加者から貢献を取得することによって目的を

達成しているが，組織の存続はこの 2 つの均衡に

依存している.組織の参加者を誘因によって分類

するとつぎの 3 つにわけられる. (1)組織の規模と

成長に直接的に関係する個人的報酬を受けとる支

配集団， (2)規模と成長に直接関係しない個人的報

酬を受けとる従業員，および(3)組織目的に直接利

害関係のある顧客である.

公共部門の顧客は，税の納付とし、う貢献によ

り，行政サービスという誘因を取得しており，私

企業の顧客が代価支払によって財・サービスを取

得するのに似ているが，後者においては貢献(代

価)と誘因(財・サービス取得)の関係が直接的

であるのに対して，前者においては関係が不明確
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であることがもっとも重要な相違点である.

公共部門の顧客の需要は，この結果，私的部門

の顧客の需要とはかなり異なった性質をもつこと

になる.公共部門の顧客は，受けとる誘因に対し

て代価を支払わないため，需要形成過程で有限の

資源をめぐる多様なニーズのトレードオフを調整

しないという点において，私的部門の顧客と基本

的に異なっている.公共サービスへの需要は，こ

のため，顧客の貢献の大きさとは無関係に，居住

する地域の社会的生活環境によって規定され，ま

た逆に社会的生活環境の改善は部分的に公的サー

ビスの向とに依存しているから，これらの相互規

定関係によってサービス向上は必然的に需要を増

大させ，公的サービスに対する不満は永久に存在

することとなる.公共部門のサービス目標は，こ

のような需要形成の特殊性を考慮すると，各サー

ビスに対する住民各層の不満が公平化するように

調整されなければならない.筆者はこの考え方を

「不満の公平配分 l と名づけているが6〕， 公共部

門のORは， トレードオフに関する情報を提供し

て，顧客の不満の公平化をはかるのに役だつよう

なものでなければならない.

3. 公共システムのORの課題

すでに述べたことと一部重複するが，公共のO

Rの課題を 3 点にわけで整理してみよう.

3-1 機能分担

サイモンは， r経営行動』において，行政組織の

「生理学」を研究し，組織が合理的意思決定を行

なうための条件を明らかにしたが，サイモンは公

共的意思決定過程のすべてを研究したわけで、はな

く，政治学者ロパート・ダールの分類による意思

決定過程の 4 類型のうちのひとつを取りあつかっ

たにすぎない.ダールによれば，意思決定過程を

リーダーシップによって分類すると， (1)階層的過

程， (2)民主的過程， (3)交渉的過程，および仏)価格

機構，の 4 つにわかれるわ. 階層的過程とは， リ

ーダーが階層構造によって影響を受ける意思決定
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過程であり，サイモンの研究はこのケースにあた

る.民主的過程では， リーダーは選挙などをつう

じて非リーダーの影響を受け，交渉的過程では，

集団的意思決定をつうじてリーダーが相互に統制

しあう.価格機構は市場における意思決定過程

で，経済学の研究対象である.

公共部門の意思決定は，基本的には行政機関と

議会で行なわれ，ダールの分類でいえば(1) と (2)に

該当するが， 2-1 で述べた分担の基準によれは

議会できめるべきであるけれども少数者の犠牲が

大きいために議会的手続によることが不適当であ

るような問題や， トレードオフが多元的に生じる

ような問題について，住民参加が必要とされる場

合がある.議会的手続になじまない問題であると

すれば，その決定過程はたぶんダールのいう交渉

的過程になるものと思われるが， (1) どのような種

類の問題について， (2)多段的決定過程のどの段階

において， (3) どのような決定方法(個別選択の集

計方法)で，住民参加を実施するのがよし、かにつ

いての理論的研究はまだほとんど行なわれていな

い.社会は，ダールの 4 形態の意思決定過程が合

成された組織8)で、あると考えることができるから，

その組織の生理を研究して，合理的決定の条件を

明らかにすることが今後の課題であるわ.

3-2 対話型情報分析システム

ダールのいう民主的過程や交渉的過程で，サイ

モンのいう意味で、の合理性を確保しようとするな

らば，怠思決定の事実的要素と価値的要素を可能

なかぎり区別し，事実的要素については，怠思決

定者に対して，判断の基礎として共通の情報を提

供するとともに，意思決定者聞における事実判断

ならびに価値判断の相違を明らかにしたうえで，

不満の配分をめぐる交渉が行なわれなければなら

ない.

すでに述べたように，このためにはコンピュー

タによるヒューリスティックな情報分析システム

が必要であるが，システムの機能としてとくに前

要なものは，多数の人が同時に見ることができる

1977 年 9 月号

アウトプット表示機能，モデルの定式化を対話形

式で行なうことができ，かつ簡単な予備知識だけ

で理解できるプログラム言語，モデルの構造を図

式化してディスプレイ上に表示する機能，いくつ

かのモデ句ルのランの結果を棺互に比較巧能な形で

編集し表示する機能，などがあげられよう.

3-3 公共のORの研究体制

OR手法研究の「合理性J を確保するために

は，現実の問題を事実として知悉している人びと

の研究への参加が不可欠で、ある.大学と官公庁と

の人事の交流が困難な現状では，交流促進の手段

を兼ねた形で，大学と官公庁による共同研究の促

進および官公庁職員の再教育機会の拡大をはかる

必要があろう.再教育については筑波大学などで

すでに開始されているが，将来は再教育機関の数

をふやし，主要都市では自宅通学が可能となるよ

うにはかるべきであるというのが筆者の年来の主

張で、ある.

注

1) 意思決定過程に関する以下の説明は， とくに断ら

なし、かぎり， H.A.Simon [8J によっている.

2) H.A. サイモン， H. 1.アンソフ， K. リッカート[7)

p.50. 

3) James G. March and Herbert A. Simon [5J 

pp.137~14 1. (邦訳 pp. 208~215) 

4) 意思決定過程がコンピュータ・プログラムの形で

定式化できるような反復的かつノレーティン的な意思決

定のこと. (cf. H. A. Simon (6J p.8) 

5) David 1. Cleland and William R. King C1J 

p.37 (邦訳 p.53)

6) j出荷(3J および[4J を参照されたい.

7) Alan W. Steiss [9) pp. 84~85. 

8) 組織ということばは， ここではサイモンにならっ

て， r人間の集団内部でのコミュニケーションなどの関

係のバターンJ という意味で用いられている. (サーイモ

ン [8J p. XVII，邦訳 p.12)

9) 組織の疾病の治療法を研究するためには， その組

織の生理についての正確な知識が必要である. (サイモ

ン [8] p.220，邦訳 p.285を参照)
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